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市場調査委託費

原材料費

機械装置費

外注加工費

技術導入費

直接人件費

委託費

知的財産権関連費

謝金

旅費

展示会出展費

広報費

合　計 Ａ 0Ｂ 0C



積算基礎



試作開発

販路開拓

補助金交付申請額

（Ｂ×２／３以内）



経費区分



事業に要する経費

(消費税込みの額)

補助対象経費

（消費税抜きの額）



事業区分

様式
平成　　年　　月　　日
事務局長　　殿

　　　　　 応募者

住所（〒　　　　－　　　　　）

名　　　　称   

代表者役職・氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

中小企業・小規模事業者ものづくり・商業・サービス革新事業（取引環境改善型需要開拓支援事業）補助事業計画書の提出について
中小企業・小規模事業者ものづくり・商業・サービス革新事業（取引環境改善型需要開拓支援事業）補助金の交付を受けたいので、下記の書類を添えて提出します。

また、事業に取り組むにあたり、下記９の中小企業・小規模事業者ものづくり・商業・サービス革新事業（取引環境改善型需要開拓支援事業）補助金交付を受ける者として不適当な者」のいずれにも該当しません。
　この誓約が虚偽であり、又はこの誓約に反したことにより、当方が不利益を被ることとなっても、異議は一切申し立てません。
記
１．補助事業計画書（別紙１）

２．経費明細表（別紙２）
３．取引先事業所の閉鎖等を証明できるもの（事業所のプレスリリース、有価証券報告書、事業所からの通知、新聞等メディアの報道、企業情報調査会社の報告、市町村等の情報等）

４．過去３年のいずれかの時点における閉鎖等の影響を受けた取引先事業所との取引関係を証明できるもの（台帳、領収書等）
５．過去３年間の売上高及び閉鎖等の影響を受けた取引先事業所に対する売上高を証明できるもの

６．申請日から閉鎖等事象が生じるまでの売上高及び閉鎖等の影響を受けた取引先事業所に対する売上高を証明できるもの※取引先事業所の閉鎖等の影響を受ける見込みである者のみ
７．会社案内等事業概要の確認ができるパンフレット 

８．過去２年間の貸借対照表、損益計算書、個別注記表又は監査報告書
   　(注１)過去２年以上遡って、売上高「Ａ」（２ページを参照）を記載する場合は、当該年（年度）に対応した損益計算書を添付してください。

　(注2)別紙１計画書中の「中小会計要領又は中小指針の適用の有無」で「有」と記載している企業は、適用の旨が記載された個別注記表又は適用に関するチェックリストを証拠書類として添付してください。

９．補助金交付を受ける者として不適当な者

 (1)　法人等（個人、法人、団体をいう。）が、暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）であるとき又は法人等の役員等（個人である場合はその者、法人である場合は役員又は支店若しくは営業所（常時契約を締結する事務所をいう。）の代表者、団体である場合は代表者、理事等、その他経営に実質的に関与している者をいう。以下同じ。）が、暴力団員（同法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）であるとき
 (2)  役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしているとき
 (3)　役員等が、暴力団又は暴力団員に対して、資金等を供給し、又は便宜を供与するなど直接的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与しているとき
 (4)　役員等が、暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれと社会的に非難されるべき関係を有しているとき

別紙１

補助事業計画書

Ａ．申請者の概要等

	１．申請者の概要

	商号又は名称：
代表者名及び役職名：
住　　所：
	電話番号/FAX番号：
ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ：
連絡者名及び役職名：

	資本金・出資金
	　　　　　千円
	従業員
	　　　　　　人

	主たる業種
	
	設立年月日
	年　　月　　日

	２．申請者の概況（平成○年○月○日現在）

	主な株主

又は出資者

※出資比率が高いものから上位３者の名称を記載して下さい
	企業若しくは個人名

※個人の場合は、個人と記載
	出資比率
	大企業欄

＊大企業の場合、大企業欄に○印を付して下さい。

	
	①
	
	
	

	
	②
	
	
	

	
	③
	
	
	

	役員一覧
	役員
	氏名
	大企業欄

※大企業の役職員を兼ねる者に○印

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	中小会計要領の適用の（有・無）
	中小指針の適用の（有・無）


B.補助事業内容
	１．事業計画名（注）事業計画名から事業内容がわかりやすくイメージできるように記載



	２．事業計画の概要

（注）100字程度で簡潔に記載してください。
　


	３．市場調査、試作開発、販路開拓、設備投資の別　※該当項目に○をしてください。
市場調査

試作開発

販路開拓

設備投資

市場調査を行わない場合、当該事業が実現可能性の高い事業であることについて、下記に説明を記載して下さい。（市場調査が不要な理由）
以下理由



	４．事業の具体的な内容

	①目標・ニーズの把握

（注）現状を記載し、現状（又は閉鎖・縮小の影響を受けた後）から脱却するため、補助事業として何を行い、将来的にどういった成長を思い描いているのか、記載してください。
（注）本事業の成果が寄与すると想定している具体的なユーザー、ニーズ及び市場規模等について、記載してください。
（注）新たな分野への進出に限らず、既存の分野においても、取引の拡大や取引先を多様化するための事業であれば構いません。
②事業内容
③事業区分毎の具体的な取組内容及び遂行方法
（注）必要に応じて図表や写真等を用い遂行方法についても具体的かつ詳細に記載してください。
④スケジュール

（注）具体的な取組内容における各工程に沿って、どのようなスケジュールで進めていくのかを記載してください。　

　　交付決定日よりも前に発注、購入、契約等を実施したものは補助対象となりませんのでご注意ください。
取組内容
実施者
実施時期（平成27年3月末を想定）


	５．雇用維持について※正社員の人数について記載



	６．取引先の概要及び閉鎖等の影響について＊証拠書類の添付が必要
取引先事業所名：○○、資本金：○○、従業員数：○○



	７．売上げ減少 ※２ページ以降を確認し、記載
閉鎖等時期：平成○年○月○日　売上減少率：（Ａ－Ｂ／Ａ）×100＝　○％
Ａ：　　　　　　　円、Ｂ：　　　　　　　円


	８．他の補助金等への申請状況



	９．認定経営革新等支援機関の協力とその支援の概要

認定支援機関名：　　　　　　　　　　　　　担当者名：

支援の概要：


別紙２　

経費明細表

①経費配分表　※ワークシートオブジェクト→編集で編集可能
　　　本事業全体の経費支出を記載してください。補助金交付申請額の下限額は１００万円、上限額は１，０００万円です。
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市場調査委託費

原材料費

機械装置費

外注加工費

技術導入費

直接人件費

委託費

知的財産権関連費

謝金

旅費

展示会出展費
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合　計 Ａ 0Ｂ 0C



積算基礎



試作開発

販路開拓

補助金交付申請額

（Ｂ×２／３以内）



経費区分



事業に要する経費

(消費税込みの額)

補助対象経費

（消費税抜きの額）



事業区分


（注１）「事業区分」は、５ページを参考に記載してください。

（注２）「事業に要する経費」とは、当該事業を遂行するために必要な経費を意味し、ここでは補助対象かどうかを問わず必要経費全額について、消費税を加算した金額を記載してください。
（注３）「補助対象経費」とは、「事業に要する経費」のうちで補助対象となる経費について、消費税を差し引いた金額を記載してください。なお、汎用性があり目的外使用になり得るもの（例えば、パソコン、プリンタなどの購入やインターネット回線使用料）については「事業に要する経費」となりますが、補助対象外であるため、「補助対象経費」にはなりません。
（注４）「補助金交付申請額」は、「補助対象経費」のうちで補助金の交付を希望する額で、その限度は、「補助対象経費」に補助率

（２／３）を乗じた額（１円未満は切捨て）をいいます。

（注５）「経費区分」には上限が設定されているものがあります。詳細については、５ページから８ページの「補助対象経費」、「補助率、補助上限等」を参照してください。

②資金調達内訳

※　補助金の支払は、原則として事業終了後の精算払となります。事業実施期間中、補助金相当分の資金を確保する必要がありますので、当初の資金調達について伺います。
	＜事業全体に要する経費調達一覧＞

	区　　　　　分
	事業に要する経費(円)
	資金の調達先

	自　己　資　金
		　 


	補　　助　　金
	（Ｃ）   
	　

	借　　入　　金
		　

	そ　　の　　他
		　

	合　　計　　額
	（Ａ）  
	　


	
	＜補助金相当額の手当方法＞
区　　　　　分
事業に要する経費(円)
資金の調達先
自　己　資　金
借　　入　　金
そ　　の　　他
合　　計　　額
（Ｃ） 
　



本事業の経理担当者の役職名・氏名

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　申請者名称：　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　
＜提出書類チェックシート＞
※提出漏れがないかチェックを入れ、同封してください。
	事業計画名： 
	提出
部数
	CD-R
格納

	
	チェック欄
	提出書類

	
	

	申請書類
	□
	様式
中小企業・小規模事業者ものづくり・商業・サービス革新事業

（取引環境改善型需要開拓支援事業）補助金計画書
	正本１部、
副本４部
	○

	
	□
	別紙１（補助事業計画書）
別紙２（経費明細表）
	正本１部、
副本４部
	○

	
	□
	取引先事業所の閉鎖等を証明できるもの
	正本１部、
副本４部
	○

	
	□
	Ａ．Ｂの期間における閉鎖等の影響を受けた取引先事業所との取引関係を証明できるもの（台帳、領収書等）※申請の日以降３年以内に閉鎖予定のある事業所と取引関係にある者は「Ａ」のみ
	正本１部、
副本４部
	○

	
	□
	過去３年間の売上高及び閉鎖等の影響を受けた取引先事業所に対する売上高を証明できるもの
	正本１部、
副本４部
	○

	
	□
	申請日から閉鎖等事象が生じるまでの売上高及び取引先事業所に対する売上高を証明できるもの※取引先事業所の閉鎖等の影響を受ける見込みである者のみ
	正本１部、
副本４部
	○

	
	□
	直近２年間の貸借対照表、損益計算書、個別注記表又は監査報告書
(注１)過去２年以上遡って、売上高「Ａ」（２ページを参照）を記載する場合は、当該年（年度）に対応した損益計算書を添付してください。
(注2)別紙１計画書中の「中小会計要領又は中小指針の適用の有無」で「有」と記載して
いる企業は、適用の旨が記載された個別注記表又は適用に関するチェックリストを証拠書類として添付してください
	正本１部、
副本４部
	－

	
	□
	会社案内等事業概要の確認ができるパンフレット
	正本１部、
副本４部
	－

	
	□
	様式に申請者の代表者印が押印されていること。
※電子媒体に収録するファイルには印は不要です。
	－
	－

	電子媒体
	□
	ＣＤ－Ｒ
※11ページの【ＣＤ－Ｒへのデータの収録方法】をご確認
	１
	－

	
	□
	提出する①申請書類の正本とＣＤ－Ｒ等に格納した内容が一致していること
	－
	－

	事務書類
	□
	提出書類チェックシート
	１
	－

	その他
	□
	計画書（様式、別紙１、別紙２）の下中央に通しページが付されていること。
	－
	－


※1　提出書類に不備のある場合、審査対象とならないことがありますのでご注意ください。
※2　提出書類は審査、契約、管理、確定、精算といった一連の業務遂行のためにのみ利用し、提案者の秘密は保持します。
※3　提出書類の返却はいたしませんので、必ず、正本の控えを保持してください。
※4　ファイルの背表紙と表紙に「事業計画名」「申請者名」及び正副の別を記入してください。
※5　電子媒体（ＣＤ－Ｒ）には「事業計画名」と「申請者名」をラベル表紙に印字又は記載してください。
受付番号


※事務局が記入するため空欄で結構です。
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